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第三者割当により発行する株式の募集に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成23年９月21日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当により発行する株式の募

集（以下、「本第三者割当増資」という。）を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

１．募集の概要 

株式発行に係る募集 

（１） 発 行 期 日 平成23年10月31日 

（２） 発 行 新 株 式 数 普通株式 128,865,000株 

（３） 発 行 価 額 １株当たり194円 

（４） 調 達 資 金 の 額 24,999,810,000円 

（５） 
募集または割当方法 

（ 割 当 先 ） 

第三者割当方式による。 

（近畿日本鉄道株式会社    73,199,000株） 

（株式会社奥村組       12,886,000株） 

（株式会社大林組       12,886,000株） 

（株式会社きんでん      12,886,000株） 

（株式会社竹中工務店      7,731,000株） 

（株式会社近鉄エクスプレス   5,154,000株） 

（三機工業株式会社       2,577,000株） 

（株式会社南都銀行       1,546,000株） 

（６） そ の 他 
上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書による届出

の効力発生を条件とします。 

 

２．募集の目的および理由 

当社グループは、百貨店業、卸・小売業などの事業活動を展開しております。 

当社の主たる事業分野である百貨店業界は、主要商材の一つである衣料品を中心に低迷が続き、全国百貨店

売上高は14年連続で前年実績を下回った結果、平成22年の市場規模はピーク時の３分の２の水準にまで縮小

するなど、非常に厳しい状況で推移しております。今後も消費マインドの急回復は見込み難く、国内小売販売

額が伸び悩む中で、百貨店業界では他業態からの侵食が懸念されることから先行きが不透明な状況が継続する

ものと予想されます。更に、大阪地域においては、平成 23 年から同業他社の出店や増床が相次いでおり、当

社を取り巻く経営環境は、一層厳しくなるものと思われます。 

また、当社が経営している各店舗は、規模や立地が多種多様であるために経営資源の分散や店舗管理の複雑
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化を招いております。近鉄グループの一員として沿線価値向上に貢献するためには、近鉄沿線において都心立

地・基幹店舗への経営資源の集中を図る一方、来店客数・売上規模・損益構造から百貨店業態として成立困難

な郊外立地店舗について業態転換を行うなどの抜本策を講じる必要性が生じています。 

このような状況の中で、平成23年２月期の連結売上高は、295,763百万円（前期比4.2％減）にとどまりま

したが、徹底した諸経費の削減と業務の効率化に取り組んだ結果、営業利益は3,092百万円（同4,175百万円

増）、経常利益は 2,310 百万円（同 3,784 百万円増）、当期純利益は 1,796 百万円（同 11,126 百万円増）とな

り、大幅な損失を計上した平成 22 年２月期に比べ大きく改善することができました。しかしながら、衣料品

市場などにおける低価格志向の継続や他業態の侵食等による百貨店業界全体の低迷、また大阪地域における相

次ぐ競合百貨店の出店や増床を勘案すると、引き続き当社の置かれた経営環境は厳しいものになると考えます。 

上記のような厳しい業界環境の中で、今後の地域間競争に打ち勝ち、新たな成長を期するためには、近鉄グ

ループ一体となって沿線価値向上に向けた更なる改革が必要不可欠であり、沿線特徴を活かした展開業態の最

適化と棲み分け・拡大が必要と判断いたしました。具体的には次のような施策を実施してまいります。 

① 阿部野橋ターミナルビル整備計画に伴い、阿倍野本店を日本最大級の 10 万㎡にまで増床。新しい形態

の「フルライン／フルターゲット型」商業施設を構築する 

② 各店舗における売場単位での損益管理徹底による収益性の高い店舗運営を実施する。また、リーシン

グ機能を拡充させることで、業態転換による抜本的な収益構造の見直しを可能とする。子会社は収益

子会社と機能子会社に分類し、事業整理や合理化を推進する 

③ 近鉄グループ内の他の小売業との連携や KIPS カードによる近鉄グループ共通ポイントサービス実施に

よりグループ流通事業の経営基盤を強化する 

今般、当社では、上記施策を踏まえ、中期経営計画（平成24年２月期から平成27年２月期までの４ヵ年）

を策定し、抜本的な構造改革に取り組んでおり、上記①の施策実現に向けた設備投資資金や上記②に伴う構造

改革費用の発生により、資金調達を行う必要があることから、本第三者割当増資を実施することといたしまし

た。（中期経営計画の詳細は、本日発表いたしました「新・中期経営計画の策定について」をご参照ください）。 

なお、資金調達方法については、当社内でも十分な検討を行いましたが、公募増資は現在の市況環境等を総

合的に勘案した結果、容易ではないと判断したこと、株主割当増資は失権予想が困難であるため必要な調達金

額を確保するうえでは安定感のある手法ではないこと、加えて平成 23 年２月期末時点における当社の連結有

利子負債残高が 714 億円、自己資本比率が 7.7％程度という状況にあり、有利子負債残高の増加を抑える一方

で、構造改革断行に向け、資本増強により財務体質の強化を図る必要があることから、第三者割当増資による

資金調達が最善であると平成23年９月21日に開催された取締役会で判断いたしました。 

また、当社は、本第三者割当増資により調達する資金によって、阿倍野本店の増床および不採算店舗の閉鎖

その他の構造改革を実施する予定であります。その実現を通じ、当社は営業利益を平成 23 年２月期実績の 31

億円から平成27年２月期には85億円とすることを目指しております。加えて、増資が実行されれば資本の充

実や有利子負債の抑制に資するものと判断しております。 

また、本第三者割当増資により当社株式に希薄化が生じる結果となり、既存株主の皆様には相対的に議決権

比率の低下が生じることを当社としても十分認識し、慎重に検討を行いましたが、当社グループにおいて百貨

店事業の再構築は急務の課題であり、今後の成長に向けて本第三者割当増資により調達する資金によって、阿

倍野本店の増床を行うことが不可欠であるとともに、安定的な収益基盤を構築することが、当社の企業価値を

向上させることになり、結果的には既存株主の皆様の利益向上につながるものと考えて、実施を決断いたしま

した。 

 

３．調達する資金の額、使途および支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

発行価額の総額  24,999,810,000円 
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発行諸費用    177,900,000円 

（登記費用、弁護士費用、アドバイザリー費用、第三者委員会運営費用、登記関連費用等） 

差引手取概算額  24,821,910,000円 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

本第三者割当増資による発行価額の総額24,999,810,000円につきましては、当社の資本充実を通じた財

務基盤強化に資するものと考えております。また、差引手取概算額である24,821,910,000円の具体的な資

金使途といたしましては、まず 23,047,910,000円を阿倍野本店の増床に伴う設備投資資金に充当し、次に

1,774,000,000円につきましては、不採算店舗閉鎖等の各種構造改革費用に充当する予定であります（構造

改革費用の詳細は、本日発表いたしました「経営構造改革実施とそれに伴う特別損失計上に関するお知ら

せ」をご参照ください）。 

具体的な使途 金額（円） 支出予定時期 

①阿部野橋ターミナルビルタワー館（あべのハル

カス）（以下、本文中で「タワー館」といいま

す。）の建設設備投資資金 

2,000,000,000 平成23年11月から平成25年２月 

②タワー館の内装工事および本館の改装設備工事

資金 

12,000,000,000 平成25年３月から平成26年２月 

9,047,910,000 平成26年３月から平成26年５月 

③不採算店舗閉鎖費用等（建物解体工事費、賃借

物件原状回復費、各種補償費等） 
1,774,000,000 平成23年10月から平成24年５月 

 

阿倍野本店が位置する阿倍野地区は、近畿日本鉄道以外にも、JR（環状線・阪和線・大和路線）や、地

下鉄（御堂筋線・谷町線）などが集積しており、その商圏ポテンシャルは非常に大きいと認識されるものの、

現時点では百貨店など大規模商業施設が少ない状況にあり、梅田や難波等の他地区との比較において、伸び

しろは大きいものと考えております。 

その阿倍野地区に、平成26年春のグランドオープンを目指して近畿日本鉄道株式会社がタワー館を建設

中であり、当社はそのキーテナントとして、阿倍野本店の増床を行い阿倍野新本店としてリニューアルする

予定です。当該必要設備資金として今後251億円の投資を予定しており、支出予定時期までに見込まれる営

業キャッシュフローをベースとした自己資金約20億円の活用と、本第三者割当増資による調達資金の一部

230億円の充当を予定しております。 

なお、各種構造改革費用は平成23年10月から平成24年５月にかけて順次支出予定です。また、阿倍野

本店の増床に伴う設備資金については、平成23年11月から平成25年２月にかけて、主としてタワー館の

建設設備工事資金として約20億円、平成25年３月から平成26年５月にかけては、主としてタワー館の内

装工事および本館の改装設備工事等に平成25年３月から平成26年２月の間で約120億円、平成26年３月

から平成26年５月の間で約90億円を今回の増資資金から充当し、随時支出していく計画です（阿倍野本店

の増床に伴う必要設備資金の総額（251億円）との差額である約20億円に関しては自己資金を活用する予

定です）。なお、工事期間が長期に亘り、従って増資後の資金支出もその進捗に合わせて順次発生すること

から、予定している使途に関わる資金支出が発生するまでの間、支払利息の軽減による資金効率を図る目的

で上記差引手取概算額を一旦借入金の返済に充当することを計画しており、現在取引金融機関と協議中です。

なお、上記返済に当たっては、予定されている資金支出に影響を与えないよう、当該返済と並行して新規に

250億円のクレジットラインを設定する計画であり、こちらについても現在取引金融機関と協議中でありま

す。協議の結果、当初計画が大きく変動する場合は、改めてお知らせ致します。 
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４．資金使途の合理性に関する考え方 

「３．調達する資金の額、使途および支出予定時期」に記載のとおり、本第三者割当増資により調達す

る資金によって、阿倍野本店の増床および構造改革を行う予定であり、結果として安定的な収益基盤を構築

することが、当社の企業価値を向上させることになると考えており、かかる資金使途は合理的であると判断

しております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）発行価額の算定根拠およびその具体的内容 

発行価額は、本第三者割当増資に関する取締役会決議日の直前営業日（平成 23 年９月 20 日）の株式

会社大阪証券取引所における当社普通株式の終値によることとし、発行価額は 194 円といたしました。

この発行価額は、取締役会決議日の直前営業日までの１ヶ月間の終値平均値 194 円（単位未満四捨五入。

以下同様）と同水準であり、同３ヶ月間の終値平均値 184 円に対しては 5.43％のプレミアム、同６ヶ月

間の終値平均値178円に対しては8.99％のプレミアムとなります。 

取締役会決議日の直前営業日の終値を採用いたしましたのは、当社の株価は少なくとも過去６ヶ月間

にわたり上昇基調にあり、取締役会決議日の直前営業日までの３ヶ月間および６ヶ月間の終値平均を基

準とした場合には、現在の当社の株価水準に比して低い価額となってしまうことから、少数株主の利益

が保護されない可能性があると判断したこと、また、本第三者割当増資が 25％超の大規模希薄化を伴い、

かつ支配株主との重要な取引という性格を伴うため、より少数株主に配慮した価額決定が必要であるこ

とから発行価額は直近の時価である取締役会決議日の直前営業日の終値とすることをが望ましいと判断

したためであります。 

    

   発行価額の決定に際しては、公正性を期すため、本第三者割当増資の発行要項等の諸条件を考慮したう

えで、独立した第三者機関（三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）に株価算定を依頼しまし

た。その結果、市場株価法では 167 円～201 円、またＤＣＦ法では 150 円～219 円との算定結果を得てお

り、本第三者割当増資の発行価額が適正かつ妥当な価額であることを確認しております。 

なお、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社の算定結果報告書では、市場株価法は、株式市

場における株価を基に株式価値を評価する手法であり、上場企業の株式価値評価における客観的な評価

手法であると考え採用しており、また、ＤＣＦ法は、企業の将来キャッシュフロー（収益力）に基づく

評価手法であるため継続企業の評価を行ううえで適した手法であるとともに、当社の中期経営計画やそ

の策定に当たって考慮した前提等を反映するうえで適切であるとの理由により採用しております。なお、

類似企業比較法につきましては、昨今の百貨店業界の業績の変動が著しく、株価との相関性が明確でな

い傾向があることから評価手法としての有効性に乏しいと判断し、採用しておりません。 

 

（２）発行数量および株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

   本第三者割当増資により、新たに発行する普通株式128,865,000株の、平成23年９月21日現在の当社

普通株式総数 275,514,406 株に対する割合は 46.77％、割当予定先に新たに付与する議決権数 128,865 個

の総議決権数 274,643 個に対する割合は 46.92％となり、既存株主に対して大規模な希薄化が生じる見込

みであります。 

   しかしながら、当社は、本第三者割当増資により調達する資金によって、阿倍野本店の増床を行う予定

であり、また、不採算店舗の閉鎖その他の構造改革を実施する予定であります。その実現を通じ、当社

は営業利益を平成 23 年２月期実績の 31 億円から平成 27 年２月期には 85 億円とすることを目指してお

ります。加えて、増資が実行されれば資本の充実や有利子負債の抑制に資するものと判断しております。
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このように、結果として安定的な収益基盤を構築することが、当社の企業価値向上および既存株主の皆

様の利益向上につながるものと考えております。従いまして、本第三者割当増資による発行株数および

希薄化の規模については、合理的な規模であると平成 23 年９月 21 日に開催された取締役会で判断いた

しました。 

   なお、本第三者割当増資は大規模な希薄化を伴うことから、株主総会にてその手段の是非を問うべきと

も考えておりましたが、今回の割当を予定している１社が既に当社の支配株主であることに鑑み、経営

者から一定程度独立し、かつ支配株主との間に利害関係を有しない者による第三者委員会を設置し、当

該割当ての必要性および相当性等に関する客観的な意見書を取得することといたしました。 第三者委員

会の内容は「９.企業行動規範上の手続きに関する事項」に記載のとおりですが、当社取締役会は平成 23

年９月 20 日付で今回の新株発行により資金調達を行う必要性があることならびに発行方法および発行の

条件は相当であり、かつ当社の少数株主にとって不利益なものではない旨の意見書を取得しております。 

 

６．割当先の選定理由等 

（１）割当先の概要 

（１） 名 称 近畿日本鉄道株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 小林 哲也 

（４） 事 業 内 容 鉄道事業法および軌道法による運輸業 

（５） 資 本 金 92,741百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1944年６月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 1,711,120,616株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）25,938人 

（10） 主 要 取 引 先 一般個人 

（11） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社りそな銀行、株式会社南都銀行、

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（12） 大株主および持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3.74％、日本生命保

険相互会社 3.41％、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2.32％、日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1.85％、三菱ＵＦＪ信託銀

行株式会社 1.33％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当該会社は、当社株式181,679千株（65.94％）を保有する親会社であり

ます。また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社との退職給付信

託契約に基づき、議決権行使の指図権を留保して、当社株式14,450千株

（5.24％）を信託財産として拠出しております。当該会社が保有する株式

数に上記信託財産として拠出されている株式を加えた合計数(間接保有分

も含む)は199,042千株となり、当社の発行済株式数の72.24%となりま

す。 

 

 

 
人 的 関 係 

当該会社の取締役２名が当社取締役を、当該会社の取締役１名および監査

役２名が当社監査役をそれぞれ兼任しております。なお、人事交流を図る

ため、当社から当該会社に７名、当該会社から当社に５名が出向しており

ます。 
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取 引 関 係 

当社と当該会社との間に、営業用施設の賃貸借、物品販売、キャッシュマ

ネジメントシステムによる資金の貸付および借入等の取引関係がありま

す。また、当社の関係者および関係会社と当該会社の関係者および関係会

社との間には、主に物品販売等の取引関係があります。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
当該会社は、当社の親会社であり、関連当事者に該当します。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 純 資 産 185,627 170,441 174,366

 連 結 総 資 産 1,857,595 1,858,271 1,860,222

 １株当たり連結純資産(円) 103.92 96.85 99.03

 連 結 売 上 高 966,459 960,716 960,006

 連 結 営 業 利 益 42,660 35,758 39,919

 連 結 経 常 利 益 22,873 17,390 25,249

 連 結 当 期 純 利 益 15,325 3,671 14,354

 １株当たり連結当期純利益(円) 9.02 2.16 8.43

 １ 株 当 た り 配当金(円) 5 5 5

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 割当予定先の内容は、平成23年３月31日現在におけるものであります。 

※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

※ なお、割当予定先は、株式会社東京証券取引所市場第一部、株式会社大阪証券取引所市場第一部および

株式会社名古屋証券取引所市場第一部に上場しており、同社がこれらの証券取引所に提出している

「コーポレート・ガバナンス報告書」の「内部統制システム等に関する事項」に記載の「良き企業市民

として、社会から信頼を得られるように努めており、反社会的勢力との関係は一切持たず、不当な要求

には毅然とした対応をとることとしております」を確認し、当該割当予定先、当該割当予定先の役員ま

たは主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは関係がないと判断しております。 

 

（１） 名 称 株式会社奥村組 

（２） 所 在 地 大阪市阿倍野区松崎町二丁目２番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 奥村 太加典 

（４） 事 業 内 容 総合建設業 

（５） 資 本 金 19,838百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1938年３月３日 

（７） 発 行 済 株 式 数 228,326,133株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）1,966人 

（10） 主 要 取 引 先 民間企業、学校、病院、官公庁他 

（11） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社りそな銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 

（12） 大株主および持株比率 NORTHERN TRUST CO.(AVFC)SUB A/C AMERICAN CLIENTS(常任代理人 香港
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上海銀行東京支店) 7.45％、奥村組従業員持株会 3.13％、

BBH/BLACKROCK GLOBAL ALLOCATION FUND, INC.(常任代理人 株式会社三

井住友銀行) 3.04％、NORTHERN TRUST CO. AVFC RE U.S. TAX EXEMPTED 

PENSION FUNDS(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 2.86％、株式会社

りそな銀行 2.66％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当該会社は、当社株式 1 千株（0.00％）を保有しております。また、当該

会社は、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）の株式 10,279 千株

（0.60％）を保有しております。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者および関係会社と当該会社の関係者および関係会社との間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

 

 

 

 

取 引 関 係 

当該会社は、当社阿倍野本店の増床工事における施工業者であるととも

に、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）が建設中である阿部野橋ター

ミナルビルタワー館（あべのハルカス）の建設工事の施工業者でありま

す。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者および関係会社は、当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）

の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 純 資 産 115,155 115,468 114,387

 連 結 総 資 産 293,677 241,758 229,771

 １株当たり連結純資産(円) 576.13 577.83 572.57

 連 結 売 上 高 226,973 198,493 192,617

 連 結 営 業 利 益 4,399 864 3,380

 連 結 経 常 利 益 5,906 2,237 4,500

 連 結 当 期 純 利 益 △3,405 651 3,604

 １株当たり連結当期純利益(円) △17.03 3.26 18.04

 １ 株 当 た り 配当金(円) 9 9 9

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 割当予定先の内容は、平成23年３月31日現在におけるものであります。 

※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

※ なお、割当予定先は、株式会社東京証券取引所市場第一部および株式会社大阪証券取引所市場第一部に

上場しており、同社がこれらの証券取引所に提出している「コーポレート・ガバナンス報告書」の「内

部統制システム等に関する事項」に記載の「当社は、企業行動規範において「市民社会の秩序や安全に

脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切関係をもたない」との基本方針を定めております」を確

認し、当該割当予定先、当該割当予定先の役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは関

係がないと判断しております。 

 

（１） 名 称 株式会社大林組 
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（２） 所 在 地 東京都港区港南２丁目15番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 白石 達 

（４） 事 業 内 容 総合建設業 

（５） 資 本 金 57,752百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1936年 12月19日 

（７） 発 行 済 株 式 数 721,509,646株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）14,639人 

（10） 主 要 取 引 先 キヤノン株式会社、トヨタ自動車株式会社、日本生命保険相互会社 

（11） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社みずほコーポレート銀行、三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社、株式会社三井住友銀行、農林中央金庫 

（12） 大株主および持株比率 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 8.12％、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社(信託口) 6.06％、日本トラスティ・サー

ビス信託銀行株式会社(信託口9) 3.66％、日本生命保険相互会社  

3.62％、大林 剛郎 3.43％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。当該会社

は、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）の株式4,292千株（0.25％）

を保有しております。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者および関係会社と当該会社の関係者および関係会社との間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

 

 

 
取 引 関 係 

当該会社は、当社阿倍野本店の増床工事における施工業者であるととも

に、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）が建設中である阿部野橋ター

ミナルビルタワー館（あべのハルカス）の建設工事の施工業者でありま

す。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者および関係会社は、当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）

の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 純 資 産 395,809 367,618 351,287

 連 結 総 資 産 1,725,645 1,590,667 1,505,697

 １株当たり連結純資産(円) 516.06 476.12 453.52

 連 結 売 上 高 1,682,462 1,341,456 1,131,864

 連 結 営 業 利 益 27,363 △62,534 23,174

 連 結 経 常 利 益 31,829 △59,608 22,207

 連 結 当 期 純 利 益 10,966 △53,354 15,423

 １株当たり連結当期純利益(円) 15.24 △74.21 21.46

 １ 株 当 た り 配当金(円) 8 8 8

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 
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※ 割当予定先の内容は、平成23年３月31日現在におけるものであります。 

※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

※ なお、割当予定先は、株式会社東京証券取引所市場第一部、株式会社大阪証券取引所市場第一部および

証券会員制法人福岡証券取引所に上場しており、同社がこれらの証券取引所に提出している「コーポ

レート・ガバナンス報告書」の「内部統制システム等に関する事項」に記載の「反社会的勢力とは関係

を持たず、反社会的勢力から不当な要求を受けた場合はこれを拒絶する」を確認し、当該割当予定先、

当該割当予定先の役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは関係がないと判断しており

ます。 

 

（１） 名 称 株式会社きんでん 

（２） 所 在 地 大阪市北区本庄東２丁目３番41号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 藤田 訓彦 

（４） 事 業 内 容 総合設備業 

（５） 資 本 金 26,411百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1944年８月26日 

（７） 発 行 済 株 式 数 266,065,080株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）9,202人 

（10） 主 要 取 引 先 関西電力株式会社、建設各社等 

（11） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社三井住友銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ

コーポレート銀行、株式会社りそな銀行 

（12） 大株主および持株比率 

関西電力株式会社 33.41％、関電不動産株式会社 5.45％、きんでん従

業員持株会 3.96％、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託

口) 2.59％、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2.32％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。当該会社

は、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）の株式 372 千株（0.02％）を

保有しております。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者および関係会社と当該会社の関係者および関係会社との間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

 

 

 
取 引 関 係 

当該会社は、当社阿倍野本店の増床工事における施工業者であるととも

に、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）が建設中である阿部野橋ター

ミナルビルタワー館（あべのハルカス）の建設工事の施工業者でありま

す。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者および関係会社は、当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）

の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 純 資 産 300,513 316,406 322,304
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 連 結 総 資 産 512,561 509,518 484,604

 １株当たり連結純資産(円) 1,214.18 1,278.49 1,302.56

 連 結 売 上 高 494,473 496,751 478,516

 連 結 営 業 利 益 25,156 26,341 23,413

 連 結 経 常 利 益 25,939 27,699 24,961

 連 結 当 期 純 利 益 9,112 13,055 13,852

 １株当たり連結当期純利益(円) 36.84 52.80 56.03

 １ 株 当 た り 配当金(円) 13 16 14

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 割当予定先の内容は、平成23年３月31日現在におけるものであります。 

※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

※ なお、割当予定先は、株式会社東京証券取引所市場第一部および株式会社大阪証券取引所市場第一部に

上場しており、同社がこれらの証券取引所に提出している「コーポレート・ガバナンス報告書」の「内

部統制システム等に関する事項」に記載の「（１）総会屋、暴力団等の反社会的勢力から不当な要求を

受けた場合は、安易な金銭的解決を図ることなく毅然とした態度で対応する。（２）反社会的勢力及び

反社会的勢力と関係のある取引先とは取引を行わない」を確認し、当該割当予定先、当該割当予定先の

役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは関係がないと判断しております。 

 

（１） 名 称 株式会社竹中工務店 

（２） 所 在 地 大阪市中央区本町四丁目１番13号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 竹中 統一 

（４） 事 業 内 容 建設事業および開発事業 

（５） 資 本 金 50,000百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1937年９月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 100,000,000株 

（８） 決 算 期 12月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）12,176人 

（10） 主 要 取 引 先 民間企業、学校、病院、官公庁他 

（11） 主 要 取 引 銀 行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社みずほ

コーポレート銀行、株式会社りそな銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、

住友信託銀行株式会社 

（12） 大株主および持株比率 

株式会社ＴＡＫプロパティ 42.91％、株式会社アサヒプロパティズ 

22.91％、竹中工務店持株会 10.34％、財団法人竹中育英会 4.20％、株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 3.06％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当該会社は、当社株式 29 千株（0.01％）を保有しております。また、当

該会社は、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）の株式 10,653 千株

（0.62％）を保有しております。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者および関係会社と当該会社の関係者および関係会社との間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

 取 引 関 係 当該会社は、当社阿倍野本店の増床工事における施工業者であるととも
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に、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）が建設中である阿部野橋ター

ミナルビルタワー館（あべのハルカス）の建設工事の施工業者でありま

す。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者および関係会社は、当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）

の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期 

 連 結 純 資 産 319,704 334,521 328,092

 連 結 総 資 産 1,226,723 1,086,407 939,712

 １株当たり連結純資産(円) 3,637.89 3,805.87 3,732.05

 連 結 売 上 高 1,297,836 1,175,915 1,055,498

 連 結 営 業 利 益 23,428 14,792 21,884

 連 結 経 常 利 益 25,519 18,408 22,632

 連 結 当 期 純 利 益 8,183 11,845 5,354

 １株当たり連結当期純利益(円) 93.53 135.40 61.20

 １ 株 当 た り 配当金(円) 50 40 40

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 割当予定先の内容は、平成22年12月31日現在におけるものであります。 

※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

なお、当該割当予定先については、当該割当予定先がホームページに開示している「企業倫理綱領」に

て、「当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える勢力及び団体とは一切関係を遮断し、これらの勢

力からの不当な要求には応じず、毅然とした態度により対応を行う。また、自らもこれらの勢力及び団

体を利用しない。」と明記されていることを確認するとともに、面談を通じて役員または主要株主（主

な出資者）が反社会的勢力との取引関係および資本関係を有していないことを確認しており、その旨の

確認書も受領していることから、当該割当予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等

とは関係がないと判断しております。 

 

（１） 名 称 株式会社近鉄エクスプレス 

（２） 所 在 地 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 石崎 哲 

（４） 事 業 内 容 国際総合物流業 

（５） 資 本 金 7,216百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1970年１月10日 

（７） 発 行 済 株 式 数 36,000,000株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）9,238人 

（10） 主 要 取 引 先 パナソニック株式会社、信越化学工業株式会社、豊田通商株式会社 

（11） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀

行 

（12） 大株主および持株比率 近畿日本鉄道株式会社 40.98％、株式会社商船三井 5.00％、日本トラ
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スティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4.12％、日本マスタート

ラスト信託銀行株式会社（信託口） 3.66％、ステートストリートバンク

アンドトラストカンパニー（常任代理人株式会社みずほコーポレート銀行

決済営業部） 3.16％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。当該会社

は、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）が株式 14,752 千株

（40.98％）を保有する関連会社であります。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）の取締役１名が、当該

会社の取締役を兼任しております。 

 

 

 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありません。また、当

社の関係者および関係会社と当該会社の関係者および関係会社との間に

は、特筆すべき取引関係はありません。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。当該会社は、当社の親

会社（近畿日本鉄道株式会社）の関連会社であり、同社の関連当事者であ

ります。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 純 資 産 61,873 68,038 71,317

 連 結 総 資 産 109,153 116,640 120,280

 １株当たり連結純資産(円) 1,670.18 1,822.95 1,925.90

 連 結 売 上 高 260,330 211,836 267,688

 連 結 営 業 利 益 9,025 7,451 11,898

 連 結 経 常 利 益 9,203 8,032 12,831

 連 結 当 期 純 利 益 3,478 4,570 7,880

 １株当たり連結当期純利益(円) 96.62 126.97 218.92

 １ 株 当 た り 配当金(円) 27 24 30

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 割当予定先の内容は、平成23年３月31日現在におけるものであります。 

※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

※ なお、割当予定先は、株式会社東京証券取引所市場第一部に上場しており、同社が株式会社東京証券取

引所に提出している「コーポレート・ガバナンス報告書」の「内部統制システム等に関する事項」に記

載の「良き企業市民として、社会から信頼を得られるように努めており、反社会的勢力との関係は一切

持たず、不当な要求には毅然とした対応を取ることとしております」を確認し、当該割当予定先、当該

割当予定先の役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは関係がないと判断しております。 

 

（１） 名 称 三機工業株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 有馬 修一郎 

（４） 事 業 内 容 建設設備事業、機械システム事業、環境システム事業、不動産事業 
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（５） 資 本 金 8,105百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1949年８月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 74,461,156株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）2,316人 

（10） 主 要 取 引 先 
鹿島建設株式会社、清水建設株式会社、大日本印刷株式会社、トヨタ自動

車株式会社、株式会社竹中工務店 

（11） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社三井住友銀行、株式会社りそな銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行、中央三井信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（12） 大株主および持株比率 

三井生命保険株式会社(常任代理人 日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社) 9.40％、日本生命保険相互会社 8.16％、明治安田生命保険

相互会社(常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社) 8.06％、日

本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  4.75％、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社(信託口) 4.00％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当該会社は、当社株式 1 千株（0.00％）を保有しております。また、当該

会社は、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）の株式 1,607 千株

（0.09％）を保有しております。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者および関係会社と当該会社の関係者および関係会社との間に

は、特筆すべき人的関係はありません。 

 

 

 
取 引 関 係 

当該会社は、当社阿倍野本店の増床工事における施工業者であるととも

に、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）が建設中である阿部野橋ター

ミナルビルタワー館（あべのハルカス）の建設工事の施工業者でありま

す。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は，当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者および関係会社は、当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）

の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 純 資 産 78,780 80,498 79,833

 連 結 総 資 産 176,664 163,307 158,501

 １株当たり連結純資産(円) 1,065.77 1,119.40 1,115.41

 連 結 売 上 高 203,340 159,273 151,794

 連 結 営 業 利 益 7,125 5,027 3,843

 連 結 経 常 利 益 6,900 5,456 4,239

 連 結 当 期 純 利 益 3,283 3,141 2,124

 １株当たり連結当期純利益(円) 44.45 42.86 29.67

 １ 株 当 た り 配当金(円) 15 15 15

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 割当予定先の内容は、平成23年３月31日現在におけるものであります。 
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※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

※ なお、割当予定先は、株式会社東京証券取引所市場第一部に上場しており、同社が株式会社東京証券取

引所に提出している「コーポレート・ガバナンス報告書」の「内部統制システム等に関する事項」に記

載の「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度でこれを排除す

ることを基本方針としております。」を確認し、当該割当予定先、当該割当予定先の役員または主要株

主（主な出資者）が反社会的勢力等とは関係がないと判断しております。 

 

（１） 名 称 株式会社南都銀行 

（２） 所 在 地 奈良市橋本町16番地 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役頭取 植野 康夫 

（４） 事 業 内 容 銀行業 

（５） 資 本 金 29,249百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1934年６月１日 

（７） 発 行 済 株 式 数 281,756,564株 

（８） 決 算 期 ３月31日 

（９） 従 業 員 数 （連結）2,882人 

（10） 主 要 取 引 先 民間企業、一般個人、官公庁 

（11） 主 要 取 引 銀 行 － 

（12） 大株主および持株比率 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  7.50％、株式会

社三菱東京ＵＦＪ銀行 3.64％、南部銀行従業員持株会 3.03％、日本生

命保険相互会社 3.02％、明治安田生命保険相互会社 2.99％ 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当該会社は、当社株式 1,400 千株（0.51％）を保有しております。また、

当該会社は、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）の株式 15,962 千株

（0.93％）を保有しております。当社は当該会社の株式 326 千株

（0.12％）を保有しております。また、当社の親会社（近畿日本鉄道株式

会社）は、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社との退職給付信託

契約に基づき、議決権行使の指図権を留保して、当該会社の株式 568 千株

（0.20％）を信託財産として拠出しております。この株式数に当社の親会

社（近畿日本鉄道株式会社）が間接保有する当該会社の株式数（議決権行

使の指図権を留保して信託財産として拠出する株式数を含む）を加えた合

計数は1,287千株となり、当該会社の発行済株式数の0.46%となります。 

 

 

 

人 的 関 係 

当該会社の取締役１名が当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会

社）の監査役を兼任しております。 

 

 

 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間で預金取引、銀行借入等の金融取引があります。ま

た、当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）と当該会社との間で預金取

引、銀行借入等の金融取引があります。 

 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は，当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者および関係会社は、当社および当社の親会社（近畿日本鉄道株式会社）

の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績および財政状態 
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決算期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

 連 結 純 資 産 162,634 207,095 207,175

 連 結 総 資 産 4,607,649 4,568,768 4,608,561

 １株当たり連結純資産(円) 501.09 661.81 660.24

 連 結 経 常 収 益 107,373 93,932 90,981

 連 結 経 常 利 益 △26,660 10,928 12,781

 連 結 当 期 純 利 益 △22,324 7,293 6,584

 １株当たり連結当期純利益(円) △80.87 26.45 23.88

 １ 株 当 た り 配当金(円) 6 6 6

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 割当予定先の内容は、平成23年３月31日現在におけるものであります。 

※ 当社との関係は、平成23年９月21日現在におけるものであります。 

※ なお、割当予定先は、株式会社東京証券取引所市場第一部および株式会社大阪証券取引所市場第一部に

上場しており、同社がこれらの証券取引所に提出している「コーポレート・ガバナンス報告書」の「内

部統制システム等に関する事項」に記載の「反社会的勢力等に対しては組織として毅然とした態度で対

応し、関係を遮断・排除することにより金融機関としての公共の信頼を維持し、業務の適正及び健全性

を確保しております。」を確認し、当該割当予定先、当該割当予定先の役員または主要株主（主な出資

者）が反社会的勢力等とは関係がないと判断しております。 

 

（２）割当先を選定した理由 

   当社は、「２．募集の目的および理由」で述べたとおり、厳しい業界環境に晒されております。こうし

た中で、今後の地域間競争に打ち勝ち、新たな成長を期するためには、近鉄グループ一体となった沿線

価値向上に向けた更なる改革が必要不可欠であり、沿線特徴を活かした展開業態の最適化と棲み分け・

拡大が必要と判断しました。その具体的施策の目玉として近畿日本鉄道株式会社による阿部野橋ターミ

ナルビル整備計画に伴い、阿倍野本店を日本最大級の 10 万㎡にまで増床し、新しい形態の「フルライン

／フルターゲット型」商業施設を構築することを計画し、着手済みであります。また、これと並行して、

今般、中期経営計画（平成 24 年２月期から平成 27 年２月期までの４ヵ年）を策定し、抜本的な構造改

革に取り組んでまいります。その結果、設備投資や構造改革費用の発生により、資金調達を行う必要が

あることから、本第三者割当増資を実施することといたしました（中期経営計画の詳細は、本日発表い

たしました「新・中期経営計画の策定について」をご参照ください。）このような資金使途に鑑み、①当

社および近鉄グループの事業戦略に深い理解を有し、また、②阿倍野地区の再開発、ひいては近鉄沿線

の活性化の波及効果を享受することができ、その実現を支援いただける重要な関係先に絞って今回の割

当予定先を検討いたしました。その結果、近鉄グループの一員として沿線価値の向上に理解をいただけ

る先、および地域経済の活性化を長期的に支援するご意向を有するゼネコン・金融機関等を候補先とし

て選定し、当社の経営環境、経営方針および本第三者割当増資の目的等を説明したところ、当社の企業

価値向上に向けた、成長の鍵を握る阿倍野新本店への設備投資資金の重要性に対するご理解が得られた

ことから、本第三者割当増資の割当先として選定いたしました。 

   なお、割当予定先各社からは、阿倍野新本店の将来性、これによる増収見込等につき、ご評価いただい

ております。 

    

（３）割当先の保有方針 

- 15 - 



   当社は、割当予定先が本第三者割当増資により取得した割当新株式について、中長期的に保有する方針

であることを確認しております。なお、割当予定先各社と取得後２年間は売却しない旨を、募集株式総

数引受契約書にて約定する予定です。 

また、上記に関わらず、当社は、割当予定先との間において、本第三者割当増資により取得した割当

新株式について、払込期日より２年以内に全部または一部を譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏名

および住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を直ちに当社へ書面により報

告すること、当社が当該報告内容を株式会社大阪証券取引所に報告すること、ならびに当該報告内容が

公衆縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定であります。 

 

（４）割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

   本第三者割当増資による新株式発行の払込みに要する資金につきましては、割当予定先の直近の財務諸

表により総資産額、純資産額等の状況を把握したうえで、割当予定先に対し資金の調達手段、保有状況

と今後の見込み、およびその確実性につきヒアリングを行いました。 

  また、払込期日までに割当予定先各社と募集株式総数引受契約書を締結する予定であり、払込みに必

要な資金については確実性があるものと判断しております。 
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７．募集後の大株主および持株比率 

募集前（平成23年８月31日現在） 募 集 後 

近畿日本鉄道株式会社 65.94％ 近畿日本鉄道株式会社 63.03％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（りそな銀行再信託分・近畿日本鉄

道株式会社退職給付信託口） 

5.24％ 日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（りそな銀行再信託分・近

畿日本鉄道株式会社退職給付信託

口） 

3.57％

近鉄共栄持株会 3.39％ 株式会社奥村組 3.19％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1.81％ 株式会社大林組 3.19％

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（常任代理

人 日本マスタートラスト信託銀行株式

会社） 

1.09％ 株式会社きんでん 3.19％

近畿日本ツーリスト株式会社 0.93％ 近鉄共栄持株会 2.31％

近鉄保険サービス株式会社 0.80％ 株式会社竹中工務店 1.92％

近鉄百貨店社員持株会 0.78％ 株式会社近鉄エクスプレス 1.27％

株式会社りそな銀行 0.73％ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1.24％

株式会社東京スタイル 0.73％ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（常任

代理人 日本マスタートラスト信託

銀行株式会社） 

0.74％

 

 

８．今後の見通し 

  本第三者割当増資により、強固な収益体質を構築することが、中長期的に企業価値・株主価値の向上につ

ながるものと考えています。 

  また、当社は本日公表いたしました中期経営計画（平成24年２月期から平成27年２月期までの４ヵ年）

の達成に向けて努力してまいります。 

  なお、平成 24 年２月期の業績に与える影響については、同じく本日公表いたしました「業績予想（連

結・個別）の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

９. 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当増資により、新たに発行する普通株式128,865,000株の、平成23年９月21日現在の当社普

通株式総数 275,514,406 株に対する割合は 46.77％、新たに発行する議決権数 128,865 個の総議決権数

274,643 個に対する割合は 46.92％となり、希薄化率が 25％超となることから、株式会社大阪証券取引所の

「企業行動規範に関する規則第２条」に該当するため、原則として（a）経営者から一定程度独立した者に

よる当該割当の必要性および相当性に関する意見の入手、または（b）当該割当に係る株主総会決議などの

株主の意思確認の手続きを経ることが義務付けられております。 

また、本第三者割当増資は、株式会社大阪証券取引所の「企業行動規範に関する規則第 12 条の２」に定

める支配株主との重要な取引等にも該当するため、支配株主との間に利害関係を有しない者による、上場会

社またはその子会社等による決定が少数株主にとって不利益なものではないことに関する意見の入手が義務

づけられております。 

  そのため、当社の経営者から一定程度独立し、特別な利害関係者には該当しない第三者である河本一郎氏

（弁護士・神戸大学名誉教授）、本健一氏（大阪大学大学院高等司法研究科教授）および溝端浩人氏（公
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認会計士・税理士、溝端公認会計士事務所）の３名で構成する第三者委員会（以下、「本委員会」）を設置し、

本第三者割当増資の必要性および相当性、かつ当社の少数株主にとって不利益なものではないことに関する

意見の入手を行いました。 

当社は、本委員会に対して、当社グループの概要および現状における財務状況や経営成績、置かれてい

る業界環境、本第三者割当増資に係る募集株式発行の目的、調達する資金の額、使途および支出予定時期、

第三者割当増資とその他の資金調達手段との比較、調達する資金使途の合理性に関する考え方、発行価額お

よび発行条件の合理性に関する考え方、発行数量および株式の希薄化の規模に関する合理性についての考え

方、割当先の選定理由、募集後の大株主および持株比率、今後の事業計画の合理性、発行条件決定プロセス

の公正性、当社の企業価値向上ならびにその他必要と思われる事項に関して説明を行うとともに、本委員会

からの質問の全てに対して回答を行い、本委員会は慎重に審議・検討を行いました。 

その結果、本委員会は、平成 23 年９月 20 日付で当社の取締役会に対して、①百貨店業における本店・

旗艦店の重要性について本委員会が受けた説明に鑑みれば、阿倍野本店の増床に関わる設備投資資金の調達

を主な目的および理由とする本第三者割当増資は格別不合理なものではないと認められること、②阿倍野本

店の戦略的位置付けの重要性に鑑みれば、本第三者割当増資により調達する資金の使途及び支出予定時期に

特に問題になる点はなく、調達金額との間の関連性も十分に存在していると認められること、③予定してい

る使途が発生するまでの間、本第三者割当増資による調達資金を一時的に借入金の返済に充当する計画であ

ることについても特段の不合理は認められないと考えられること、④資金調達手法については、公募増資、

株主割当増資、借入等のその他手段と比較考量のうえ決定しており、第三者割当増資による資金調達が最善

であるとの判断は妥当であると考えられること、⑤発行価額については、日本証券業協会の「第三者割当増

資の取扱いに関する指針」および過去の判例に照らして、有利発行には該当しないことは明らかであること、

⑥本件使途の合理性に鑑みれば、将来的には企業価値の向上により株主に最終的に利益が還元されることが

見込まれていることから、本第三者割当増資による発行株数および希薄化の規模について、著しく不合理な

水準にあると認められないこと、⑦今回の割当先選定に不合理な点は認められず、割当予定先の財務状況に

ついても、特段の懸念点は見出されなかったこと等が記載されており、それらを総合勘案の結果、本第三者

割当増資による新株発行は、必要性および相当性があり、かつ当社の少数株主にとって不利益なものではな

いと考えられる旨の意見書を提出しております。 

 平成23年９月21日に開催された取締役会では、本委員会から提出された意見を最大限尊重して、当社事

業価値の維持または向上および当社株主利益の確保その他本第三者割当増資に係る発行条件の公正性の確保

などの観点から慎重な審議を行い、上述の内容の判断に基づき本第三者割当増資を行うことを出席取締役全

員一致で決議いたしました。 

 

10. 支配株主との取引等に関する事項 

本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、平成 23 年７月１日に開示したコーポレート・ガ

バナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方針に関する指針」

に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。 

取引の内容および公正性を、平成23年９月21日開催の取締役会にて審議のうえ、取得条件を取締役会決

議をもって、第三者と取引を行う場合と同様の水準に決定しております。公正性を担保するための措置およ

び利益相反を回避するための措置に関しまして、「９.企業行動規範上の手続きに関する事項」に記載のとお

り、第三者委員会を設置のうえ審議を行ったほか、当社の取締役のうち今回の割当予定先かつ支配株主の取

締役を兼任している山口昌紀氏および小林哲也氏および割当予定先かつ支配株主の出身者である吉田昌功氏

は、利益相反の疑い回避の観点から、本第三者割当増資の審議および決議には参加しておりません。   

また、「５.発行条件等の合理性（１）発行価額の算定根拠およびその具体的内容」に記載のとおり、発行

価額の設定に際しては、公正性を期すため、本第三者割当増資の発行要項等の諸条件を考慮したうえで、独
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立した第三者機関（三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）に株価算定を依頼し、算定結果を取得

しており、発行価額の決定プロセスにおいても、少数株主保護に配慮しております。 

なお、平成 23 年７月１日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引

等を行う際における少数株主の保護の方針に関する指針」は以下のとおりです。 

「当社の親会社である近畿日本鉄道株式会社との間で利益の相反する取引を実施するに当たっては、同社

以外の株主の利益に配慮し、取締役会において慎重に検討を行うこととしております。」（コーポレート・ガ

バナンスの状況Ⅰの４） 

 

11．最近３年間の業績およびエクイティ・ファイナンスの状況 

（１） 最近３年間の業績（連結） 

 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期 

連 結 売 上 高 280,640百万円 308,848百万円 295,763百万円

連 結 営 業 利 益 402百万円 △1,083百万円 3,092百万円

連 結 経 常 利 益 896百万円 △1,473百万円 2,310百万円

連 結 当 期 純 利 益 263百万円 △9,330百万円 1,796百万円

１株当たり連結当期純利益 1.00円 △33.94円 6.53円

１ 株 当 た り 配 当 金 － － －

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 67.82円 37.34円 45.20円

 

（２）現時点における発行済株式数および潜在株式数の状況（平成23年８月31日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 275,514,406株 100.00％

現時点の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％

下限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％

上限値の転換価額（行使価額）に

お け る 潜 在 株 式 数 
－株 －％

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期 

始  値 201円 168円 145円

高  値 211円 180円 199円

安  値 132円 145円 131円

終  値 168円 146円 166円

 

② 最近６か月間の状況 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

始  値 166円 169円 172円 174円 172円 178円

高  値 180円 173円 178円 181円 183円 201円

安  値 150円 165円 169円 167円 171円 175円
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終  値 169円 172円 173円 172円 178円 201円

③ 発行決議日前日における株価 

 平成23年９月20日 

始  値 194円

高  値 194円

安  値 194円

終  値 194円

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

12．発行要項 

  （1）発行新株式数 普通株式 128,865,000株 

  （2）発行価額 １株当たり 金194円 

  （3）発行価額の総額 24,999,810,000円 

  （4）申込期日 平成23年10月31日 

  （5）払込期日 平成23年10月31日 

  （6）増加する資本金および資本準備金に関する事項 資本金 ：12,499,905,000円 

                           資本準備金 ：12,499,905,000円 

  （7）募集または割当方法 第三者割当方式による。 

近畿日本鉄道株式会社   73,199,000株 

株式会社奥村組      12,886,000株 

株式会社大林組      12,886,000株 

株式会社きんでん     12,886,000株 

株式会社竹中工務店     7,731,000株 

株式会社近鉄エクスプレス  5,154,000株 

三機工業株式会社      2,577,000株 

株式会社南都銀行      1,546,000株 

 （8）その他  上記各号については、金融商品取引法に基づく有

価証券届出書による届出の効力発生を条件とし  

ます。 

上記の他、本新株式の発行に必要な事項の決定

は、代表取締役社長執行役員に一任します。 

 

以 上 
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